
（単位：円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 52,226,355,888 固定負債 14,997,689,142
有形固定資産 46,784,107,494 地方債等 13,201,091,953
事業用資産 28,809,537,631 長期未払金 -
土地 4,110,398,011 退職手当引当金 1,796,597,189
立木竹 3,618,247,000 損失補償等引当金 -
建物 43,922,363,521 その他 -
建物減価償却累計額 △ 23,876,263,893 流動負債 1,724,997,801
工作物 2,913,089,041 １年内償還予定地方債等 1,623,896,943
工作物減価償却累計額 △ 1,885,666,049 未払金 △ 7,400
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 77,804,647
航空機 - 預り金 23,303,611
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 16,722,686,943
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 7,370,000 固定資産等形成分 58,603,981,928

インフラ資産 17,657,906,744 余剰分（不足分） △ 15,618,834,775
土地 707,178,608 他団体出資等分 -

建物 1,369,760,408

建物減価償却累計額 △ 1,011,306,250

工作物 36,676,737,733

工作物減価償却累計額 △ 20,085,381,755

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 918,000

物品 1,865,408,500

物品減価償却累計額 △ 1,548,745,381

無形固定資産 10,491,020

ソフトウェア 10,491,020

その他 -

投資その他の資産 5,431,757,374

投資及び出資金 875,228,490

有価証券 41,334,295

出資金 833,052,195

その他 842,000

長期延滞債権 302,298,135

長期貸付金 84,787,601

基金 3,850,161,831

減債基金 -

その他 3,850,161,831

その他 323,950,000

徴収不能引当金 △ 4,668,683

流動資産 7,481,478,208

現金預金 980,890,565

未収金 64,925,324

短期貸付金 32,950,117

基金 6,402,780,882

財政調整基金 5,423,467,885

減債基金 979,312,997

棚卸資産 -

その他 -

徴収不能引当金 △ 68,680

繰延資産 - 42,985,147,153

59,707,834,096 59,707,834,096

全体貸借対照表
（平成３０年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計



（単位：円）
金　　　額

経常費用 15,310,449,428
業務費用 8,798,743,032
人件費 3,338,193,824
職員給与費 1,326,850,566
賞与等引当金繰入額 77,804,647
退職手当引当金繰入額 1,796,597,189
その他 136,941,422

物件費等 5,300,779,776
物件費 2,885,560,080
維持補修費 269,230,503
減価償却費 1,934,119,243
その他 211,869,950

その他の業務費用 159,769,432
支払利息 97,621,278
徴収不能引当金繰入額 4,737,363
その他 57,410,791

移転費用 6,511,706,396
補助金等 4,975,206,581
社会保障給付 559,625,779
その他 2,563,949

経常収益 2,612,869,604
使用料及び手数料 65,534,169
その他 2,547,335,435

純経常行政コスト △ 12,697,579,824
臨時損失 31,219,605
災害復旧事業費 23,306,279
資産除売却損 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 7,913,326

臨時利益 150,392
資産売却益 150,392
その他 -

純行政コスト △ 12,728,649,037

全体行政コスト計算書
自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



（単位：円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 42,377,170,502 59,032,970,298 △ 16,655,799,796 -
純行政コスト（△） △ 12,728,649,037 △ 12,728,649,037 -
財源 13,044,416,704 13,044,416,704 -
税収等 9,947,707,739 9,947,707,739 -
国県等補助金 3,096,708,965 3,096,708,965 -

本年度差額 315,767,667 315,767,667 -
固定資産の変動（内部変動） △ 715,966,838 715,966,838
有形固定資産等の増加 1,705,586,095 △ 1,705,586,095
有形固定資産等の減少 △ 1,917,660,290 1,917,660,290
貸付金・基金等の増加 1,995,531,255 △ 1,995,531,255
貸付金・基金等の減少 △ 2,499,423,898 2,499,423,898

資産評価差額 - -
無償所管換等 286,978,468 286,978,468
他団体出資等分の増加 - -
他団体出資等分の減少 - -
その他 5,230,516 5,230,516
本年度純資産変動額 607,976,651 △ 428,988,370 1,036,965,021 -
本年度末純資産残高 42,985,147,153 58,603,981,928 △ 15,618,834,775 -

全体純資産変動計算書
自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



（単位：円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 11,478,928,310
業務費用支出 4,967,221,914
人件費支出 1,463,791,988
物件費等支出 3,366,660,533
支払利息支出 97,621,278
その他の支出 39,148,115

移転費用支出 6,511,706,396
補助金等支出 4,975,206,581
社会保障給付支出 559,625,779
その他の支出 2,563,949

業務収入 12,822,061,198
税収等収入 9,813,729,412
国県等補助金収入 2,376,638,965
使用料及び手数料収入 55,803,329
その他の収入 575,889,492

臨時支出 23,306,279
災害復旧事業費支出 23,306,279
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 1,319,826,609
【投資活動収支】
投資活動支出 3,764,911,575
公共施設等整備費支出 1,706,763,295
基金積立金支出 2,041,512,280
投資及び出資金支出 1,476,000
貸付金支出 15,160,000
その他の支出 -

投資活動収入 3,222,599,839
国県等補助金収入 720,070,000
基金取崩収入 2,450,280,958
貸付金元金回収収入 42,716,318
資産売却収入 5,380,908
その他の収入 4,151,655

投資活動収支 △ 542,311,736
【財務活動収支】
財務活動支出 1,675,229,596
地方債等償還支出 1,675,229,596
その他の支出 -

財務活動収入 928,740,000
地方債等発行収入 928,740,000
その他の収入 -

財務活動収支 △ 746,489,596
本年度資金収支額 31,025,277
前年度末資金残高 927,026,477
本年度末資金残高 958,051,754

前年度末歳計外現金残高 29,179,754
本年度歳計外現金増減額 △ 6,340,943
本年度末歳計外現金残高 22,838,811
本年度末現金預金残高 980,890,565

全体資金収支計算書
自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



１．重要な会計方針

有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
　ただし、開始時の評価基準及び評価方法ついては、次のとおりです。
ア　昭和５９年度以前に取得したもの・・・・・・・・・再調達原価
　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
イ　昭和６０年度以前に取得したもの
　取得価額が判明しているもの・・・・・・・・・取得原価
　取得価額が不明なもの・・・・・・・・・・・・再調達原価
ただし、取得価格が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘１円としています。
②無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　取得価額が判明しているもの・・・・・・・・・取得原価
　取得価額が不明なもの・・・・・・・・・・・・再調達原価

有価証券等の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・・償却原価法（定額法）
②　満期保有目的以外の有価証券
　ア　市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却価額は移動平均法により算定）
　イ　市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・取得価額（又は償却原価法（定額法））
③　出資金
　ア　市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却価額は移動平均法により算定）
　イ　市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・出資金額

有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・・定額法
　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　建物　　　　８年～５０年
　　　工作物　　　３年～６０年
　　　物品　　　　２年～１５年
②無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・・定額法
　　（ソフトウェアについては、当町における見込利用期間（５年）に基づく定額法によります。）
③リース資産
　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　・・・・・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　・・・・・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法

引当金の計上基準及び算定方法
①投資損失引当金
　市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が
著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。
②徴収不能引当金
　未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
③退職手当引当金
　期末自己都合要支給額を計上しています。
④損失補償等引当金
　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する
法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。
⑤賞与引当金
　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に
ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引
　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②オペレーティング・リース取引
　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

資金収支計算書における資金の範囲
現金（手元現金及び要求払預金）及び現金同等物。
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払を含んでいます。

その他財務書類作成のための基本となる重要な事項



①物品及びソフトウェアの計上基準
　物品については、取得価額又は見積価額が５０万円（美術品は３００万円）以上の場合に資産として計上し
ています。
　ソフトウェアについても物品の取り扱いに準じています。
②資本的支出と修繕費の区分基準
　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が５０万円未満であるとき、又は法人税法基本通達により
資産計上に該当しないと判定したときに修繕費として処理しています。

２．重要な会計方針の変更等

該当はありません。

３．重要な後発事象

主要な業務の改廃
該当はありません。

組織・機構の大幅な変更
該当はありません。

地方財政制度の大幅な改正
該当はありません。

重大な災害等の発生
該当はありません。

その他重要な後発事象
該当はありません。

４．偶発債務

保証債務及び損失補償債務負担の状況
該当はありません。

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの
該当はありません。

その他主要な偶発債務
該当はありません。

５．追加情報

対象範囲（対象とする会計名）
・一般会計
・津山・富線共同バス運行事業特別会計
・奨学会特別会計
・国民健康保険特別会計（事業勘定）
・国民健康保険特別会計（直診勘定）
・介護保険特別会計
・後期高齢者医療特別会計

出納整理期間
地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の
受払い等を終了した後の係数をもって会計年度末の係数としています。



決算対象年度 ： 平成29年度
会計 ： 全体

（単位：円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

事業用資産 53,618,955,253 3,644,593,563 2,692,081,243 54,571,467,573 25,761,929,942 1,091,356,070 28,809,537,631

土地 4,094,786,161 15,611,850 - 4,110,398,011 - - 4,110,398,011

立木竹 3,618,247,000 - - 3,618,247,000 - - 3,618,247,000

建物 42,900,073,197 1,826,382,486 804,092,162 43,922,363,521 23,876,263,893 1,014,049,820 20,046,099,628

工作物 2,723,724,369 189,364,672 - 2,913,089,041 1,885,666,049 77,306,250 1,027,422,992

船舶 - - - - - - -

浮標等 - - - - - - -

航空機 - - - - - - -

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 282,124,526 1,613,234,555 1,887,989,081 7,370,000 - - 7,370,000

インフラ資産 37,805,700,052 962,264,017 13,369,320 38,754,594,749 21,096,688,005 713,026,795 17,657,906,744

土地 706,897,127 281,481 - 707,178,608 - - 707,178,608

建物 1,369,760,408 - - 1,369,760,408 1,011,306,250 41,743,561 358,454,158

工作物 35,729,042,517 947,695,216 - 36,676,737,733 20,085,381,755 671,283,234 16,591,355,978

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 - 14,287,320 13,369,320 918,000 - - 918,000

物品 1,784,190,900 82,394,800 1,177,200 1,865,408,500 1,548,745,381 113,726,075 316,663,119

93,208,846,205 4,689,252,380 2,706,627,763 95,191,470,822 48,407,363,328 1,918,108,940 46,784,107,494

有形固定資産の明細（会計別)
平成３０年　３月３１日現在

区　　　　　　　　分

合計



決算対象年度 ： 平成29年度
会計 ： 全体

（単位：円）

生活インフラ・国土
保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 警察 その他 合計

事業用資産 312,564,079 11,732,380,996 3,660,541,659 546,488,522 5,443,785,097 52,949,085 7,022,322,714 933,367 37,572,112 28,809,537,631

土地 108,665,693 1,516,896,017 492,263,249 45,887,541 623,693,226 18,540,016 1,302,301,169 - 2,151,100 4,110,398,011

立木竹 - - - - - - 3,618,247,000 - - 3,618,247,000

建物 192,293,640 9,551,724,013 3,054,782,373 331,473,338 4,750,055,338 34,409,069 2,095,007,478 933,367 35,421,012 20,046,099,628

工作物 4,234,746 663,760,966 113,496,037 169,127,643 70,036,533 - 6,767,067 - - 1,027,422,992

船舶 - - - - - - - - - -

浮標等 - - - - - - - - - -

航空機 - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - -

建設仮勘定 7,370,000 - - - - - - - - 7,370,000

インフラ資産 16,816,928,606 68,052,875 2,427,600 202,831,080 564,766,425 1,165,014 1,735,144 - - 17,657,906,744

土地 597,215,952 25,031,975 2,427,600 44,236,466 36,441,031 1,165,014 660,570 - - 707,178,608

建物 188,945,680 4,008,909 - 158,594,614 6,020,011 - 884,944 - - 358,454,158

工作物 16,029,848,974 39,011,991 - - 522,305,383 - 189,630 - - 16,591,355,978

その他 - - - - - - - - - -

建設仮勘定 918,000 - - - - - - - - 918,000

物品 141,267,144 16,437,559 40,804,323 2,413,807 83,966,286 21,256,410 10,517,590 - - 316,663,118

17,270,759,829 11,816,871,430 3,703,773,582 751,733,409 6,092,517,808 75,370,509 7,034,575,448 933,367 37,572,112 46,784,107,493

有形固定資産の行政目的別明細（会計別)
平成３０年　３月３１日現在

区　　　　　分

合計


